学則

1.法人等の名称、本店所在地、代表者の氏名及び研修実施主体の名称及び所在地
名称　　　企業組合　労協センター事業団
所在地　　〒171-0014　東京都豊島区池袋3丁目1番2号光文社ビル6F
代表者　　代表理事　藤田　徹
研修実施主体　　　北関東事業本部
所在地　　〒336-0018　さいたま市南区南本町2-5-15M・Mオフィス201号
 
2.研修事業の名称 
介護職員初任者研修

3.研修の種類 
 介護保険法施行令に基づく介護員養成研修 

4.指定番号
　 

5.研修課程
介護職員初任者研修課程 (通学形式 ) 

6.講義・演習室 
 　〒336-0018　さいたま市南区南本町2-5-15M・Mオフィス201号 
　　　　　　　　企業組合　労協センター事業団北関東事業本部　教室
7.実習施設 
実習は行わない。

8.講師の氏名及び 　担当科目 
※以下のURLをご確認ください。　
http://www.workers-coop.com/honbu/kitakanto/

9使用テキスト 
 2012年判　介護職員初任者研修テキスト　　　　　出版社名　財団法人　介護労働安定センター

10受講資格 
 （１）公共職業安定所長の受講のあっせんを受けた者 
（２）将来、介護職員として従事しようとする者 
（３）心身ともに健康である者 
（４）社会人として必要な常識を有する者 

11広告の方法 
ハローワークでの掲示 

12. 情報開示の方法
　以下のURLをご確認ください。
　http://www.workers-coop.com
情報開示責任者名、所属名、役職及び連絡先 
 氏名：玉木　信博
所属名：企業組合労協センター事業団　北関東事業本部
役職：本部長

13.受講手続き及び本人確認の方法
　≪受講手続き≫
受講資格対象者に該当し、かつ受講を希望する者が、住所を管轄する職業安定所（ハローワーク）に申し込むこと。 
選考方法　指定日に面接で選考する。 
受講決定　開講７日前までに決定通知をする。 

＜本人確認の方法＞　
1)戸籍謄本、戸籍抄本若しくは住民票 　2)住民基本台帳カード　3)在留カード等　
　4)健康保険証 　5)運転免許証　　6)パスポート　　7)年金手帳 
                8)運転免許以外の国家資格を有する者については、その免許証又は登録証。1～8のいずれかを初回受講時に持参を求める場合がある。 
 
14.受講料及び受講料支払方法 
 　職業訓練制度を活用するため受講料は無料、ただしテキスト代（￥5900）は別途要。代金は開講初日に納める。
受講中に提出する健康診断書等の診断料は自己負担とする。

15.解約条件及び取扱い
　埼玉県立高等技術専門学校条例第11条に基づき、知事から入学許可を取り消されたとき。返金はなしとする。
16.受講者の個人情報の取扱 
 　個人情報保護規程策定の有無（有・無） 

当該研修における個人情報について当事業団個人情報管理の基本方針に従い、厳重に管理し、使用にあたっては適切な取り扱いを徹底する。 
なお、修了者は埼玉県の管理する修了者名簿に記載される。 
 
17.研修修了の認定方法 
 　　研修の全日程及びその内容をすべて履修した後、1時間程度の筆記による修了評価を受け、一定以上の修了評価を得、かつ補講費等所定の費用をすべて納入済で科目修了評価をすべて合格した者には研修修了証明書を交付する。

　　(1)修了評価は、筆記試験と併せ、生活支援技術についての実技試験も行う。
(2)認定基準は、筆記試験の場合は下記のとおりとし、理解度の高い順にA、B、C、Dの4区分で評価した上で、C以上の評価の受講者を評価基準を満たしたものとし認定する。D評価を得た者についは原則3回までの追加試験を行う。生活支援技術についての実技試験は下記のとおりし、理解度の高い順にA、B、Cの3区分で評価した上で、当事業団が定める一定の水準を達することができない場合は原則3回の追加試験を行う。
●筆記試験　A=90%　　　　　　B=80～89%　　　　　　C=75～79%　　　D=75%未満
●実技試験　A=充分　2点　　　　B=できる　1点　　　　C=不充分　0点

18.評価不合格及び欠席時の取り扱い

＜評価基準に達しない場合＞
追加試験を原則3回行い、75%に達しない場合は 修了と認定できない。
　　＜ 欠席時の取り扱い＞
　　授業開始時の出席が確認できない場合は欠席とする。 

19.補講の方法及び取扱 
[bookmark: _GoBack] 　　研修の一部を欠席した者で、やむを得ない事情がある者については講義・演習の総時間の1／3を上限とし、補講を行うことにより、修了したものとみなす。(原則として1年6か月以内に補講し、補講終了後必ず受講者の評価を行う。) 補講にかかる費用は無料とする。
※次の項目については、レポートによる補講は認めない。なお、レポートによる補講ができる範囲は1科目・カリキュラムのうち埼玉県介護職員初任者研修事業業定要領による通信の方法による講座の時間数の範囲までとする。
	科目・カリキュラム番号
	科目名
	規定時間数

	1
	職務の理解
	6

	12～22
	実技演習
	25

	23
	振り返り
	4



20.科目免除の取扱 
 科目免除は行わない。 
 
21.受講中の事故等についての対応 
 受講中に生じた事故については講師にて緊急対応し、必要に応じ、家族や関係機関等への連絡、病院受診等の必要な措置について研修責任者が対応する。なお、研修期間中における受講生の事故（ケガ）及び実習先における第三者への物損・人身事故は傷害、賠償責任保険にて対応する。（研修機関や受講生が法律上の賠償責任を負う場合に限る）
通学方法は、公共交通機関又は徒歩に限る。これ以外の方法での通学の際の事故等については責任を負わない。 
 
22.研修責任者名、所属名及び役職 
 　氏名：玉木　信博
所属名：企業組合労協センター事業団　北関東事業本部 
役職：本部長
 
23.苦情等相談担当者名研修担当者及び、所属名、役職及び連絡先 
所属名：企業組合労協センター事業団　北関東事業本部　
氏名：横倉　しず代
役職　：地域福祉事業推進室室長
連絡先：048-844-0085　FEX：048-844-0086

24.一部委託先がある場合は委託先の名称
　　委託先はない。

25修了証書を亡失・き損した場合の取扱い 
 「養成研修修了証明書等の亡失・き損時の取り扱いに関する要領」に基づき証明書の再交付を行う。 
・証明書交付に係る費用：無料とする。
 
26受講の取り消し 
　埼玉県職業能力開発センターからの委託訓練
※埼玉県立高等技術専門学校条例等第15条に基づき、知事から退校を命ぜられたとき。
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